
   

北九州ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業に係る 

環境保全に関する協定書 
 

 北九州市（以下「甲」という。）と中間貯蔵・環境安全事業株式会社（以下「乙」

という。）は、乙の北九州市内で行うポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業（以下

「処理事業」という。）の実施に当たり、北九州市環境基本条例（平成１２年北

九州市条例第７１号）第１２条の規定に基づき、次のとおり環境保全協定を締結

する。 

 

（目的）  

第１条 この協定は、乙が行う処理事業に伴う環境への負荷の低減を図ることに

より、環境への汚染を未然に防止するとともに、良好な生活環境を確保し、も

って市民の健康の保護及び地球環境の保全に資することを目的とする。 

 

（乙の責務等） 

第２条 乙は、甲が環境省に対して示した北九州市におけるＰＣＢ処理事業に係

る条件及びこれに対する環境省の回答（平成１３年１０月１１日付環廃産第４

３０号）、北九州市におけるＰＣＢ処理事業の追加処理及び処理期限の延長に

係る要請に対する受諾条件及びこれに対する環境省の回答（平成２６年４月２

３日付環廃産発第１４０４２３１号）、並びに平成２８年１月２７日に乙から

甲に提出された報告書「北九州ＰＣＢ処理事業所における排気中ベンゼンの協

定値超過事案に係る原因と再発防止策について」を踏まえ、安全かつ適正に事

業を実施する責務を有するとともに、一日でも早く計画的に処理を実施するよ

う最大限努めなければならない。 

２ 乙は、甲が行うＰＣＢ処理事業に係る安全対策、早期処理推進策、その他の

環境保全に関する施策及び調査に対し積極的に協力するものとする。 

 

（総合的環境保全対策の推進） 

第３条 乙は、乙の北九州事業所における処理事業に関して、認定された環境マ

ネジメントシステムを維持し、総合的な環境保全対策の推進に努めるものとす

る。 

 

 



   

（安全かつ早期の処理の推進） 

第４条 乙は、処理事業に関する安全対策の内容及びその実施時期について長期

安全計画を策定するものとする。 

２ 乙は、処理予定量及び当該処理時期について長期処理計画を策定するものと

する。 

３ 乙は、第１項及び２項にそれぞれ規定する長期的な計画を着実に実施するた

め、毎年度、具体的な年次計画を策定するものとする。 

４ 乙は、前項に規定する年次計画に基づく取組の実施状況を、毎年度、遅滞な

く甲へ報告するものとする。 

 

（廃棄物の受入れ）  

第５条 乙は、ポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」という。）廃棄物の受入れ

については、環境への影響を及ぼさないよう、甲と協議の上、受入基準を定め、

当該受入基準を適切に運用し、前条に定める長期計画及び年次計画（以下「計

画等」）に基づき行うものとする。 

 

（ＰＣＢ廃棄物処理施設の運転管理） 

第６条 乙は、ＰＣＢ廃棄物の安全かつ適正な処理を行うため、ＰＣＢ廃棄物処

理施設（以下「処理施設」という。）の稼働に当たっては、運転操作手順書及

び維持管理手順書を整備し、当該手順書に基づき、適切な運転管理を行うもの

とする。 

 

（大気汚染防止対策） 

第７条 乙は、ＰＣＢ等の大気汚染物質が処理施設から漏洩しないよう防止策を

講じるとともに、排出にあたっては別表１に定める値（以下「協定値」という。）

の遵守に努めるものとする。 

２ 乙は、処理施設において発生する排気の量及び排気中の大気汚染物質の量に

ついて、できる限り削減するよう努め、発生した排気については適正に処理し

た後に排出するものとする。 

 

（水質汚濁防止対策） 

第８条 乙は、水質の汚濁の防止策として、生活排水等の排出水（以下「排出水」

という。）による汚濁の負荷をできる限り削減するよう努め、公共下水道へ排



   

出水を放流するものとする。 

 

（騒音及び振動防止対策） 

第９条 乙は、機器の使用に当たっては、騒音及び振動の発生防止に十分配慮し、

適切な措置を講じるものとする。 

 

（悪臭防止対策） 

第１０条  乙は、処理事業の実施に当たっては、悪臭の発生防止に十分配慮し、

適切な措置を講じるものとする。 

 

（廃棄物対策）  

第１１条  乙は、処理事業に伴い発生する廃棄物を抑制し、再資源化等による廃

棄物の削減に努める等自らの責任による適正な処理を行うものとする。 

 

（地球温暖化防止対策）  

第１２条 乙は、地球温暖化の防止に資するため、処理事業の実施に当たっては、

二酸化炭素等の温室効果ガスの排出抑制に努めるものとする。  

 

（緑地の整備）  

第１３条 乙は、処理施設の建設に当たっては、２５パーセント以上の緑地の確

保に努めるものとする。 

 

（環境影響の把握等） 

第１４条 乙は、処理事業に係る環境モニタリング計画を策定し、当該計画に基

づき処理事業が環境に及ぼす影響の状況について的確に把握するものとする。 

２ 乙は、前項の規定により環境に及ぼす影響の状況について把握した結果に基

づき、処理施設の運転管理等について適切な措置を講じるものとする。 

 

（測定結果等の報告） 

第１５条 乙は、前条第１項の環境に及ぼす影響の状況について把握した結果を

遅滞なく甲に報告するものとする。 

２ 乙は、前項の規定により報告するときは、処理施設の運転管理等の状況が分

かる資料を併せて提出するものとする。 



   

３ 乙は、前条第１項の環境に及ぼす影響の状況について把握した結果が協定値

及び乙が定める管理目標値未満であっても、異常を検知した場合は直ちに甲に

報告するとともに、必要な措置を講じて、その原因調査等を実施しなければな

らない。 

 

（運転の停止及び再開） 

第１６条 甲は、処理施設の運転管理等について、環境の保全上又は安全対策上

支障があると認めるときは、乙に対し処理施設の一部又は全部の運転を停止し、

その原因調査等を行うよう指示することができる。 

２ 乙は、前項の規定による指示を受けたときは、直ちに、処理施設の一部又は

全部の運転を停止するとともに原因の調査を行い、その対策を講じた後、その

結果を甲に報告するものとする。 

３ 甲は、前項の規定による報告を受けたときは、運転再開の可否を決定し、乙

に通知するものとする。 

 

（事故発生時等の措置）  

第１７条 乙は、緊急措置手引書を整備し、天災その他不慮の事故が発生した場

合については、当該手引書に従い、直ちに対応策をとらなければならない。 

２ 万一、事故が発生したことにより、法令で定める有害物質が外部に流出し、

又は流出するおそれが生じた場合は、直ちに甲にその旨を報告するとともに処

理施設の一部又は全部の運転を停止し、有害物質が外部に流出しないよう必要

な措置を講じて、その原因調査等を実施しなければならない。 

３ 乙は、前項の規定により講じた必要な措置及び原因調査等の結果を甲に報告

するものとする。 

４ 甲は、前項の規定による報告を受けたときは、関係行政機関の調査、報告等

を総合的に勘案して、運転再開の可否を決定し、乙に通知するものとする。 

 

（計画等の承認） 

第１８条 乙は、第４条の長期安全計画・長期処理計画及び各年次計画、第５条

の受入基準、第１４条の環境モニタリング計画並びに第１７条の緊急措置手引

書の作成に当たっては、あらかじめ甲の承認を得なければならない。これを変

更しようとするときも、同様とする。 

 



   

（情報の公開） 

第１９条 乙は、第４条の計画等及び実施の状況の報告の内容、並びに環境モニ

タリングの結果その他処理事業に関する情報の共有化を図るため、原則として

市民及び処理事業に関係する者に対し、広報誌やインターネット等の方法によ

り当該情報を公開するものとする。 

２ 乙は、市民に処理施設を積極的に公開し、処理事業に対する市民の理解の促

進に努めるものとする。 

 

（地域の理解） 

第２０条 乙は、処理事業が地元の理解と協力の下に成り立っていることに鑑み、

地域活動に積極的に参加するなど、地域との積極的かつ継続的な交流に努める

ものとし、その取組状況を毎年度、遅滞なく甲へ報告するものとする。 

 

（市民への対応） 

第２１条 乙は、処理事業の実施に伴い、環境の保全に関して市民からの苦情が

あった場合には、当該苦情が乙の責めによるものであるときは、自らの責任に

おいて適切に対処するものとする。 

 

（報告及び立入検査） 

第２２条 甲は、環境の保全上又は安全対策上、乙に処理事業に関する報告とし

て別表２に定める資料について提出を求めることができるものとする。 

２ 甲は、処理施設の運転状況等を検査させるため、又は安全対策上必要な情報

を収集させるため、甲の職員に乙の事業所に立ち入らせることができるものと

する。 

３ 乙は、別表２に定めるものの他に甲の求めに応じて必要な資料を甲へ提出す

るものとする。 

４ 乙は、第１項及び前項の資料の提出時期について、甲の指示に従うものとす

る。 

 

（協議） 

第２３条 この協定書に定めのない事項等について疑義が生じたときは、その都

度、甲乙協議して定めるものとする。 



   

別表１ 

項 目 協定値 

ＰＣＢ ０．００５ｍｇ／Ｎｍ３以下 

ダイオキシン類 ０．０８ｎｇ－ＴＥＱ／Ｎｍ３以下 

ベンゼン ４５ｍｇ／Ｎｍ３以下 

硫黄酸化物（※１） Ｋ値（※２）＝０．５以下：１時間平均 

窒素酸化物（※１） １５０ｐｐｍ以下：１時間平均 

塩化水素 （※１） １００ｐｐｍ以下：１時間平均 

ばいじん （※１） ０．０１ｇ／Ｎｍ３以下：１時間平均 

水銀   （※１） ５０μｇ／Ｎｍ３以下 

（※１）ＰＣＢ汚染物等処理設備（プラズマ溶融分解）からの排気のみ 

（※２）Ｋ値とは大気汚染防止法施行規則第 3 条第 1 項に定める硫黄酸化物 

の排出基準値 

 

別表２ 

操業計画（年間・月間・週間） 

運転業務日報 

業務連絡簿及び業務実施報告書 

操業運営委員会（環境・安全評価に係る内容に限る）及び環境・安全

評価委員会の審査結果 

処理実績 

トラブル事象連絡簿 

トラブル事業連絡簿別表（フォローアップ管理簿） 

ヒヤリハット事象対応状況 

天井裏温湿度グラフ（特殊解体室・仕分室・プラズマ前処理室） 

ＰＣＢ汚染物等の保管状況 

 

上記協定締結の証として、本書２通を作成し、双方署名の上、各自１通を保有す

る。  

令和３年４月１日 

       甲  北九州市長 北橋 健治 

 

       乙  中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

代表取締役社長 小林 正明 


